
様式第５－（イ）－⑥　別添資料
申請者の業種　　　　　　　　　業
■指定業種について
	

	

	

	

	

	


　当社の営む指定業種は

１.前年の企業全体の売上高等に対する、指定業種に属する事業の売上高等の減少額等の割合
（イ）最近１ヵ月間（令和　　年　　月）の売上高等
（Ａ）：申込時点における最近１か月間の指定業種に属する事業の売上高等　　　　　　　　　　　　円
（Ｂ）：Ａの期間に対応する前年の１か月間の指定業種に属する事業の売上高等　　　　　　　　　　円
（Ｃ）：Ａの期間に対応する前年の１カ月間の全体の売上高等　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
（最近１ヵ月の売上高の売上高等）
（Ｂ－Ａ：　　　　　　　　　円）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　×100　＝　　　　　　％　
Ｃ　　　　　　　　　円
（ロ）最近３ヵ月間の売上高等の実績見込み
（Ｄ）：Ａの期間後２か月間の指定業種に属する事業の見込売上高等　　　　　　　　　　　　　　　円
（Ｅ）：Ｄの期間に対応する前年の２か月間の指定業種に属する事業の売上高等　　　　　　　　　　円
（Ｆ）：Ｄの期間に対応する前年の２か月間の全体の売上高等　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
（最近３ヵ月間の売上高等の実績見込み）
（Ｂ＋Ｅ：　　　　　　　円）　－　（Ａ＋Ｄ：　　　　　　　円）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　×100　＝　　　　　　％
Ｃ＋Ｆ：　　　　　　　　　円
２.企業全体の売上高等の減少率
（イ）最近１ヵ月間（令和　　年　　月）の売上高等
（Ｇ）：Ａの期間に対応する全体の売上高等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
（最近１ヵ月の売上高の売上高等）
（Ｃ－Ｇ：　　　　　　　　　円）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　×100　＝　　　　　　％
Ｃ　　　　　　　　　円
（ロ）最近３ヵ月間の売上高等の実績見込み
（Ｈ）：Ｇの期間後２か月間の全体の見込み売上高等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
（最近３ヵ月間の売上高等の実績見込み）
（Ｃ＋Ｆ：　　　　　　　円）　－　（Ｇ＋Ｈ：　　　　　　　円）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　×100　＝　　　　　　％
Ｃ＋Ｆ：　　　　　　　　　円
※認定申請にあたっては、上記の売上高がわかる資料等（月別売上表・試算表等）及び直近の決算書（確定申告書）の写しを提出して下さい。
上記について相違ありません。　　　　　　　　　　　
令和　　年　　月　　日　　　　　　　　　　　　　
申請者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印　　　
※兼業者で、１以上の指定業種(主たる事業かどうかを問わない)と全体の売上高等が減少しており、指定業種の売上高等の減少が全体に与える影響として５％以上の割合を占め、かつ全体売上高等が認定基準を見たる場合に使用してください。





…細分類番号と


　指定業種名(細分類)を記入





登記簿謄本や確定申告書、その他の書類で細分類での業種が確認できるもの(写し)を添付してください。（※取り扱っている製品やサービスがわかる書類、許可・免許・登録・届出等を必要とする事業については許認可証等の写し等）








